
事業スキーム（案）

Park-PFI（※P1２参照）
公園整備に係る費用の一部（10％以上）を民間企
業が負担することで、企業は公園内における事業
期間および建蔽率の特例を受けることができます。
・事業期間10年⇒20年
・建蔽率2％⇒12％
企業は自らが設置した建物(にぎわい施設)で事業
を行います。
市は企業より借地料を徴収します。

指定管理
公の施設の管理を民間事業者等に委ねる制度です。
民間のノウハウを活用し、コスト削減や利用者
ニーズに合ったサービスを提供を目指します。
また、NPO等の参画による地域経済やコミュニ
ティの活性化が期待されます。

設置管理許可
企業は、市が設置した施設を利用して事業を行い
ます。
市は、企業から借地料および建物使用料を徴収し
ます。

民間活力導入により、イニシャルコストおよびランニングに対する市の支出を軽減し、民間企
業のノウハウを生かした、にぎわい創出を目指します。



Park-PFI 概要

※国土交通省HPより抜粋



事業スキーム（イニシャルコスト）（案）

国費

40%-(α/2)

JRA支援

37%

P-PFI事業者

α%

市費

23%-(α/2)
〇予算内訳

・全体事業費 約 ３９ 億円

・国費 約１５．４億円

・JRA 約１４．６億円

・市 約 9.0億円（＊）

＊ Park-PFIによる民間活力導入に伴い、
事業費の一部を民間業者が負担。

〇ホースパークとして整備しなかった場合（民間活力導入なし）

予算内訳（整備費） 民間活力 有 民間活力 無
事業費 約３９．０億円 約３２．０億円
・国費 約１５．４億円 約１６．０億円
・JRA 約１４．６億円 約 ０．０億円
・市 約 ９．０億円 約１６．０億円

⇒全体事業費は減少するが、市の負担額は増大する。
ランニングコストについても事業者から賃貸料・使用料が
無くなるため、負担増となります。
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公園全体の
維持管理費用の支出 賃貸料・使用料の徴収（収入）

事業スキーム（ランニングコスト）（案）

収入を支出の一部に補填


